	婦人服製造業


婦人服業界は、ここ数年厳しい状況が続いている中で、2018年は、春夏・秋冬ともシーズンの立ち上がりは比較的順調であった。しかし、地震や大雨、台風などの災害が消費者の購買意欲にも影響を与えた。国内生産は、需要はあるものの、取引条件や各社の体制に課題があり、生産規模は縮小が続いている。また、原料調達や物流などのコストの上昇が進む一方で、市場の低価格志向は継続しており、利益の確保が課題となっている。
業界の概要

婦人服製造業界は、自ら商品を企画、生産し、小売店等に卸売するアパレルメーカーと、縫製等の加工のみを請け負う下請製造業に大きく分けられる。一般的に、アパレルメーカーは、自社で商品を企画し、自社工場や外注への委託加工により、裁断－縫製－プレス－検品等の工程を経て生産した製品を、百貨店や量販店、専門店等へ販売しているが、昨今は、企画製造の多くをＯＤＭ／ＯＥＭ事業者に委託する形で事業を運営している企業も増えている。
　婦人服は、ファッション商品としての性格が強く、流行の変化が激しく、各商品の販売期間が短いため、多品種少量生産となり、在庫リスクを伴いやすい。そのためこれまでは、製品流通に多数の企業が介在することでリスク分散を図ってきたが、製造に時間がかかり、またコストもかかることから、比較的規模の大きいアパレルや小売事業者を中心に、企画から生産、さらに販売までを一貫して行うＳＰＡ（Speciality store retailer of Private label Apparel、製造小売業）事業が広がっている。また、小売事業者がプライベートブランド（ＰＢ）のオリジナル商品事業に進出したり、従来の下請製造事業者が自社企画商品事業に取り組む等の動きも増えており、これまでの製造、卸、小売の業態区分はあいまいになっている。さらに、フリマアプリの普及などに伴い、消費者自身が中古商品や自ら作ったオリジナル商品を販売することが可能となっており、市場環境は大きく変化している。
大阪の地位
　2016年における大阪の織物製成人女子・少女服製造業は、事業所数で56、従業者数で737人、製造品出荷額等で69億円となっており、５年前と比べ、事業所は約50％、従業者数は約70％、製造品出荷額等は約75％程度に縮小しているが、全国シェアは維持しており、事業所数ではシェアが増加している（経済産業省『平成29年工業統計表（産業編）』全事業所、大阪府統計課『平成29年大阪の工業』従業者4人以上）。
品目別で金額ベースの都道府県別のシェアをみると、大阪府はニット製成人女子・少女用セーター・カーディガン・ベスト類は全国３位、織物製成人女子・少女用ブラウスは８位、織物製成人女子・少女用ワンピース・スーツ上衣は13位、織物製成人女子・少女用スカート・ズボンは16位となっており、現在も国内では主要産地とはいえる（経済産業省『平成29年工業統計表（品目編）』従業者４人以上）。
受注は盛り上がりに欠ける
　2018年は、春シーズンの立ち上がりは順調で、ベイカーズパンツやブラウス、ビッグシルエットＴシャツなどのヒット商品があった。夏は猛暑となったことから、機能性肌着などが堅調であった他、ワークウェアでは空調服などの新たな商材が話題となったが、外出を控えるなどの影響もあり、バーゲンも厳しかった。さらに大阪や京都では６月に大阪北部地震、さらに７月上旬には西日本を中心に豪雨災害、９月上旬に台風21号の影響などから、小売店では営業日数減となった他、家や建物、家財の損壊などから消費心理が消極的となり、衣料品の購買にはマイナスとなったとの話が聞かれた。
また秋の立ち上がりは比較的順調で、レギンスやニットなどが好調であったが、暖冬傾向がみられたことから、ウールコートやダウンジャケットなどアウターが不調となり、冬シーズンは総体的に厳しくなった。
2019年の春は気候の寒暖差が大きいことから、盛り上がりに欠けるものの、ワンピースや薄物のコートやブルゾンなどに動きがみられる。ただし、2019年はゴールデンウィークが大型連休となるため、消費の動向は読みにくいとの話があった。
一方、インバウンド需要については、来日観光客数は伸びているものの、全体的にはファッション業界への影響は少ない。ただし、東京や京都、大阪など観光客の多い地域の店舗では、販売が伸びているとの話も聞かれた。
　商品別では、シンプルなカジュアル商品へのトレンドが長く続いていることから、デザイン面などで特徴のあるものに動きがみられ、着心地の良いストレッチ商品や洗濯対応のイージーケア商品など、市場ニーズに合致した商品は、堅調な動きも見られた。
販路別では、百貨店や量販店などは、ここ数年厳しい状況が続いているが、ファッションビルや専門店の中には積極的なイベント開催やＳＮＳなどを活用し顧客との関係性を構築している店舗では好調に推移しているとの話も聞かれた。ただし、地方の店舗は全般に厳しい状態が継続しており、それら店舗の閉鎖などによる取引先数の減少は続いている。また近年、各社のＷＥＢ通販への取組が本格化しており、販売実績を伸ばしている企業も多く、一つの販路として存在感が増してきている。近年、ＩＴとスタイリストのコーディネートサービスを組合わせた定額レンタル事業が話題となっているが、市場には本格的な影響は出ていない。
国内生産は縮小
　婦人服の輸入は高いレベルで継続しており、中でも中国は、納期や小ロット対応、地域内一貫生産が可能な点で優位性を有しており、輸入の中心となっている。しかし、近年は円安や現地労働者の賃金上昇、染色加工の工賃上昇などコスト増加により、中国のシェアは減少してきており、コスト面で有利なＡＳＥＡＮからの輸入が、数量、金額とも前年比増加となっている（財務省『貿易統計』）。
国内生産は、短納期商材や価値訴求商品などで需要があり、上記要因による国内回帰の動きも一部にみられることから、需要は堅調で、縫製事業者などでも需要期の受注は確保している企業が多い。しかし、繁閑差があり、受注の小口化や短納期化、さらにコスト低減要望は依然として厳しいことから、将来への不安は高まっており、設備投資の抑制や後継者不足などの要因から事業規模の縮小、さらに廃業や倒産などの動きは依然として止まっていない。さらに縫製だけでなく、パーツ裁断などの専門加工業者の減少もあり、業界の分業構造を維持するため、一部の企業では工程の内製化を進めるなどの動きもみられる。
　収益は厳しい
　近年、市場の成熟化・多様化による、ロットの小口化や複雑な加工への需要が増えている一方で、原料コスト、さらに流通コストなども上昇している。また海外調達コストも上昇が続いており、生産国の変更など、現場では対応に苦慮している。また、コスト上昇に対応して値上げ対応を進める企業もあるが、市場の低価格志向は根強く、デザインや機能性などの新たな訴求ポイントがないと値上げに対する消費者の納得を得にくく、また単価アップは基本的に受注量の減少につながるため、収益確保に苦慮しているとの話が聞かれた。
そのため、メーカーや卸売業者などの直販事業への進出や、アパレルや小売業者が製造業者と直接取引を行うケースなども増えてきており、流通経路の多様化が進んでいる。
　雇用環境は依然厳しい
　近年、社内体制の維持や社内の高齢化対策として、新規人員を採用する動きはみられ、組合の実施する新人研修への参加者数もここ数年堅調な状況が続いている。しかし、国内の労働市場は、幅広い業界で求人需要が高まっているため、十分な人材採用ができていない企業もみられた。また、若年者を中心に採用後の定着率が悪化しており、勤務意欲の高い中途採用者の採用やアルバイト・インターンシップなどからの採用などの対策を実施している企業も見られた。
また、縫製事業者にあっては、受注の季節変動が大きいことに加え、昨今ミシン経験を有する人材が減少しており、計画的な採用が難しいとの話も聞かれた。一方で、若年者や主婦を中心にものづくりへの関心が高まっており、雇用条件の柔軟性を高めることなどで主婦などの新規人材を確保している企業もみられた。
今後の見通し

　2019年春シーズンは比較的順調に推移しているが、ここ数年の市況の厳しさを反映して、通年での前年比増の受注の確保は難しく、特に2019年は秋に増税が予定されているため、その後の市況悪化を指摘する企業が多かった。一方で、定番商品を中心に駆け込み需要への期待が聞かれた他、年号改変等に伴う企画商品や東京オリンピックなどのイベント関連商材への需要、さらにセレモニー関連の特需など、ファッション商品にもプラスの影響も期待できるとの声も聞かれた。
総じて国内ファッション市場は国内人口の減少という課題があるため市場の拡大が見込みにくい環境にあり、また消費者の志向の多様化も進んでいることから、従来型の売れ筋商品の量産対応から脱皮して、消費者目線での感度の高い商品開発とタイムリーな市場化対応が業績を左右する状況となっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（小野　顕弘）
※前回の調査時期は、2017年１～３月期
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（箇所）

従業者数

（人）

製造品出荷額等

（百万円）

2008年 130(4.7) 1,374(3.2) 17,379(7.1)

2009年 109(4.6) 1,146(3.0) 9,917(5.0)

2010年 96(4.4) 1,036(2.9) 7,919(4.3)

2011年 109(2.4) 1,107(2.8) 9,330(4.3)

2012年 77(3.9) 1,069(3.2) 8,642(4.7)

2013年 72(4.0) 1,054(3.4) 9,095(5.3)

2014年 60(3.6) 903(3.2) 7,560(4.6)

※2015年 212(-) 1,069(-) 8,873 (－)

2016年 56(3.9) 737(2.8) 6,913(4.4)

資料：経済産業省『工業統計表（産業編）』、大阪府統計課『大阪の工業』各年版。

（注）１　 4人以上事業所。（　）内は対全国シェアの％。

　　　２　2011年、2015年数値は「経済センサス　活動調査結果(製造業)」に基づく。

　　　※　2015年数値は全数。

大阪の織物製成人女子・少女服製造業の推移


[image: image2.emf]数量

（点）

金額

（百万円）

都道府県別順位

（金額）

織物製成人女子・少女用ワンピース・スーツ上衣

79,487(2.8) 468(2.4) 13位

織物製成人女子・少女用スカート・ズボン

66,510(0.6) 142(0.6) 16位

織物製成人女子・少女用ブラウス

6,858(2.5) 153(2.7) ８位

ニット製成人女子・少女用セーター・

カーディガン・ベスト類

177,845(16.1) 3,667(9.8) ３位

資料：経済産業省『工業統計表（品目編）』

（注）１　従業者４人以上の事業所。（　）内は対全国シェアの％。

　　　２　成人女子・少女用ワンピース・スーツ上衣には、ブレザー、ジャンパー等を含む。

　　　３　織物製成人女子・少女用ブラウスの数量単位はダース。

　　　４　ニット製成人女子・少女用セーター・カーディガン・ベスト類の数量単位はデカ。

品目別出荷数量・金額に占める大阪のシェア（2016年）
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（％）

金額

（百万円）

うち中国

（百万円）

中国の

シェア

（％）

2008年 47,722 43,733 91.6 645,109 531,741 82.4

2009年 49,128 44,500 90.6 573,602 476,680 83.1

2010年 49,927 44,555 89.2 574,548 477,698 83.1

2011年 51,799 44,978 86.8 624,176 507,174 81.3

2012年 52,451 44,211 84.3 643,231 507,037 78.8

2013年 53,935 43,853 81.3 767,424 580,268 75.6

2014年 49,053 37,788 77.0 738,887 526,004 71.2

2015年 47,849 34,458 72.0 779,930 525,437 67.4

2016年 48,987 34,533 70.5 696,891 452,599 64.9

2017年 51,081 36,528 71.5 740,020 482,991 65.3

2018年 53,033 36,144 68.2 781,417 489,097 62.6

資料：財務省貿易統計

女子用及び乳幼児用衣類の輸入高の推移
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